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はじめに

戦後第三のピークと呼ばれるように，青少年非行が多発し，社会問題化している状況の中にあっ

て，東京都青少年非行問題対策委員会は， 1982年 3月に最終報告「すこやかでしなやかな自我の形

成を一一東京都における青少年非行とその対応の基本的方策一一 jを発表した。同報告書では，青

少年非行問題に対しての学校に関連した施策として，今日，教師に「新たな力量jが要求されてお

り，その力量の向上を圏る必要のあることが提言されているO また，ユネスコは 1975年9月，現代

社会の急速な変化を考麗し，社会及び教育における変化によって生じる「教員の役割の変化J，今

後の変化の時代における教員の「新しい役割と機能jを示唆した「教員の役割の変化と教職の準備

・現職教育への影響に関する勧告J( Recornmendat ion on the Changing Role of the Teacher 

and i ts Influence on Preparat ion for the Profession and on In -service Training )を採択

しているO 東京都青少年非行問題対策委員会最終報告における教師の「新たな力量jも，ユネスコ

勧告における教員の「新しい役割と機能jも，その経縄こそ異なれ，そこに見られるのは，学校・

教師の機能拡大の要請であり，教授・学習指導と共に学校教育を成り立たせる機能としての生徒指

導の重要性の認識，生徒指導の充実・強化の必要性の認識であると言えよう。

学校教育をめぐる様々な問題が指摘され，それを克服する基本的・本質的な一方途として，教師

の質的向上が問われている今日においては，教師の「新たな力量j及び「新しい役割と機能jを提

示している上記二資料は，タイムリーかつ示唆的であり注目されるO そこで本稿では，教師の「新

たな力量j及び「新しい役割と機能jをそれぞれの文脈の中で概観し，その意味するところを明ら

かにすると共に(1， II入今日の学校@教師に強く期待され，求められている役割@機能として

の生徒指導が，現代において志向されている新しい学校教育の在り方とどのようにかかわっている

かを， r学校の人間化J=新教育課程，生涯教育， コミュニティ形成の三点から捉えて考察してみ
Tこし、(盟〉。

1. 教師の f新たな力量jとは

1982年3月に発表された東京都青少年非行問題対策委員会最終報告「すこやかでしなやかな自
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我の形成を一東京都における青少年非行とその対応の基本的方策-Jで、は，次のように学校を

捉えている O

「学校は，すべての子どもたちに学ぶ喜び，成長の喜びを体験させる場であり，さらに将来への

確かな見通しゃ人生への希望を与える場でもあるO また，仲間や教師たちとのふれあいを通して，

白分の個性や価値を確認し，生きることの充足感とゆるぎない自尊感情を確立するかけがし、のない
(1 ) 

場の一つでもあるo J 

しかるに，わが国の科学技術の進展や高学産社会のあおりを受けた学授は，受験競争の渦に巻き

込まれ， I知識の偏重による学習の無味乾燥化，一定時間内の無理な消化による学習意欲の低下，

生活や生き方とは遊離した学習，人間性の多面的な発達の阻害，学業成績(特に一部の教科の成績〉

だけによる人間の評価の風潮，それに伴うざ折感や自尊感情の喪失と教師や他の生徒に対する反感
(2) 

や敵意の芽生えなどJ様々な問題を抱えており， I教科の授業を通じてだけでは，すべての子ども

に十分な充足感を与え，健康なパーソナリティの発達を図り，自尊感情を確立させることが難しい
(3) 

状況J(傍点筆者〉にある。それにもかかわらず，地域や家庭が子どもの生き生きとした生活の場

としての性格を失い始めたために，学校には，今まで以上に過大な期待がかけられるようになり，

今日，教師は「新たな力量jを要求されているとしている。

その「新たな力量jとは，

「知識の伝達のみでなく，子どもとのふれあいを通して一人ひとりの子どもの可能性を発見し，

これを伸ばしていくこと，また，子どもたちの相互作用と相互学習の増幅効果を生み出すような集

団活動を活発にし，一人ひとりの子どもたちに充実感を与え，健康なパーソナリティの発達を促す
・・・ (4) 

ことなど，いわば児童・生徒理解とそれに基づいて指導する力量J(傍点筆者〉
(5) (6) 

であり，また， r子どもたちの心をとらえる力量J， r子どもを見る自，子どもの心を育くむ力量j
であると表現されている O

このような力量は，かつて，宮坂哲文によって「生活指導とは，教師が子どもたちと親密な人間

関係を結び，ひとりひとりの子どもが現実の日々の生活のなかでぜ営んでいるものの見かた，考えか

た，感じかた，ならび、にそれらにささえられた行動のしかたを理解し，そのような理解をその子ど

もたち自身，ならびにかれら相互間のものにすることによって，豊かな人間理解に基づく集団を築

きあけ，その活動への積極的参加のなかで，ひとりひとりの生きかたを(生活認識と生活実践の双

方を，つまり両者を切り離さず統一的に〉より価値の高いものに引きあげてし、く教師のしごとであ
(7) 
るjと定義づけられた生活指導の，また， 1965年文部省が刊行した『生徒指導の手びき』において，

「生徒指導は，すべての生徒のそれぞれの人格のよりよき発達を目ざすとともに，学校生活が生徒

のひとりひとりにとっても，また学級や学年，さらに学校全体にとっても，有意義に，興味深く，
(8) 

そして充実したものになるようにすることを目標とする jとされた生徒指導にかかわる力量である

とみなすことができる。このような生活指導・生徒指導にかかわる力量が今日，何故，教師の「新
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たな力量Jと呼ばれるのであろうか。

わが国の学校教育において，今日，生徒指導あるいは生活指導と呼ばれている教授&学習指導以

外の教育活動，児童・生徒の生活行動を客観的な教材を媒介とせず，直接に指導することの重要性

が意識され始めるのは，明治後期頃からであるO より自覚的 a本格的に取り組まれるようになるの
(9) 

は，わが留の近代学校における画一的@形式的な教授及び訓練と過密状況という人間疎外の事態か

ら一人ひとりの子どもを救ぃ，学校教育の中に人間性を吹き込もうとした大正後期から昭和初期

にかけての教育運動，すなわち，国定修身教科書に依拠する当時の修身科を解体し，児童の現実生

活から学習材を選び，生活指導として道徳教育を行なおうとした大正期の道徳(修身〉教育改革運

動，公教育の拘束を逃がれて小定員主義を掲げた自由主義的な私立学校教育運動，当時唯一国定教

科書をもたない教科としての「綴方Jに人間的な教育の可能性を求めた大正期の綴方教育運動を受

けて，生活の現実を綴方に表現させ，それを共同で、研究させることによって生活を勉強させるとい

う， r綴方による生活指導Jを行なった昭和初期の生活綴方教育運動などの中においてである。
そして，第二次世界大戦後，民主主義に基づく生徒指導の考え方が広く学校教育の中に浸透し，

組織的な取り組みがなされてし、く。 1948年には『指導』が公刊され，ガイダンスについての講義を

含んだ教師の再教育のための 1FEL (教育指導者講習会〉が全国各地で開催され始め，翌1949年に

は文部省が『児童の理解と指導~， [J中学校@高等学校の生徒指導Jを刊行しているO その後も文

部省は，生徒指導主事の全国配置(1964年)， [J生徒指導の手びき~ (1965年). [J生徒指導の実

践上の諸問題とその解明~ (1966年〉などの生徒指導資料の作成配布，講習会の開催，生徒指導研

究推進校の指定などによって，生徒指翠の発展に努めており，また，全密生活指導研究協議会(全

生研〉などによる民間教育運動も展開されている。

それらの中では，生活指導@生徒指導が教科の指導と共に，教師の重要な仕事として捉えられて

いる O こうしてみると，民官共に生活指尊・生徒指導に関する動きが活発になっているのは，戦後

の動向をとってみても，社会及び教育の変化と青少年非行の多発期に一致していることに気づく。

アメリカからガイダンスが導入され， 占領軍教育当局による指導が大きな契機となっていたにせよ，

1950年前後は，まったく新しい教育の試行錯誤と戦後の混乱期を背景にした青少年非行の第一のピ

ークにあたるO さらに， 1960年代中頃は高度経済成長と技術革新が進行し，教育投資論の観点から

のいわゆるマンパワー・ポリシーが推進されるO 高等学校進学率は70婦を越え，後期中等教育の多

様化，受験競争の激化，学習内容の過密化などが現われるO おりしも， 1964年は青少年非行の第二

のピークにあたっているO そして，まさに青少年非行第三のピークにある今日，教師に「新たな力

量J=生徒指導にかかわる力量が求められているのであるO

教科の指導・学習指導に比べ，研究や実践の歴史が浅いとは言え，学校教育における生徒指導の

重要性が認識され，教師にその力量が求められるようになってからすでに長し、。それにもかかわら

ず，ここで敢えて「新たな力量jと呼ばせたものは，今日教師に求められている生徒指単にかかわ
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る力量が，従来から論じられてきた生徒指導ーにかかわる力量とは異なる「新しい力量jであるとい

うよりは，教師の生徒指導に対する関心や力量形成への意欲が希薄で，その力量が欠如していると

いうこと，そして，教師の関心を高め，力量を形成させていかなければならないはずの養成教育や
同

現職教育が不ト分であるとし、う現実そのものであり，この「新たな力量jという言葉には，現状批

判と反省、が込められているように思われる。

東京都としての対応と方策としづ報告書の性格上，養成教育についての提言はないが，間報告書
ω 

では，採用と研修(現職教育〉について，次のように提言しているO

i (1) 若い教師に期待されるもの

① 教員採用にあたって，児童@生徒理解，克童@生徒の個別指導や集毘指導などに役立つ知

識や体験を重視すること O 例えば，卒業論文のテーマや内容，大学でのクラブ活動の種類と期間

(運動系，文化系とをとわず)，野外活動の経験や青少年団体の指導者歴，外部機関による講習

会や研究会などの所思経験など，児童・生徒理解や健全育成にかかわりのあるあらゆる活動のキ

ャリアを報告させ，採用にあたって考慮する必要がある。

② 大学在学中に，教員免許取得に必要な単位にとどまらず，児童 e生徒理解や健全育成にか

かわる単位を取得した場合，これらの単位の取得状況を出願の際に資料として添えることも考え

られるO

このことによって，教員を志望する者は，おのずと児童 e生徒の心理や行動への理解と関心を

深め，また，児童・生徒への接近の方法論を身につけるように十分な自己研修を積むことが期待

されよう。

①若くても真に力量ある教師を採用し，育成するため，教員及び教員志願者に次のような研修

を期待したし、。すなわち，大学院修士課程の修了者の採用をひろめ，また，在織のまま大学院を

修了できるシステムを振興するO さらに教員採用試験合格者には，大学院に進学する場合に限っ

てその採用資格を 2年間延長することも考慮するO

(2) 教員の生涯研修システムの充実を

① 現行の新任研修の一層の充実を図るとともに，さらに若い教員に対して指導的立場をとら

ねばならない中堅教員の再教育研修〈例えば10年呂研修〉を設定し，その履修を義務づけるO そ

のコースの内容は，教科の指導技術に加えて，児童・生徒理解，生活指導，学級経営，さらには

教師自身の人間性を高める幅広い内容を十分に含んだものなどとするO

② 現行の任意参加による研修は，学校が当面する課題に対応し得るようその内容，方法の精

選・充実に努め，積極的参加を奨励するO

③ 一般教員の指導にあたる立場の指導主事は，教科指導の専門家であるばかりでなく，生活
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指導やゴ将子問題など，児童修生徒の指導についても十分な力量をもっ人材をあてる必要があるO ま

た，社会の変容に伴う教育課題の多様化に応じるために，指導主事研修のプログラムは見直す必要

がある。 J

客観的な教材を媒介にして，一定の知識@技能を習得させてし、く教科の指導・学習指導に対して，

児童@生徒と教師の直接的な接触によって，一人ひとりの児童・生徒の望ましい生き方や豊かな人

間性を育成していくとしづ生徒指導の特質上，その力量には，教科の指導・学習指導にかかわる力

量以上に，教師自身の生き方や人間性が関与しており，その力量形成においては，生徒指導に関す

る知識・技能の習得と共に子どもとの直接的な接触の体験，自らの人間性の育成が重要となるO ま

た，それ故，ある種の駿味さがつきまとっているとも言えるO 教科の指導に比べて生徒指導が軽視

され，なおざりにされてきたということについては，教授中心の伝統的な学校観や知育偏重の風潮

だけではなし生徒指導の力量形成そのものの難しさという点にも，その原因が求められるように

思われるO その意味で，大学でのクラブ活動や野外活動，青少年団体の指導の経験など，児童・生

徒理解や健全育成にかかわりのあるあらゆる活動のキャリアを採用の際に考恵する，また，教員研

修のコースに教師自身の人間性を高める幅広い内容を十分に含ませるという同報告書の提言には，

注目される点があるO

以上，東京都青少年非行問題対策委員会最終報告において示されている教師の「新たな力量jに

ついてみてきたが， 日本比較教育学会「教部教育j共向研究委員会の行なった「教師教育の改革に

関する調査研究jで、は，社会変化と学校教育の当面する課題に対応していくための教師教育の改革
(l~ ・

の基本方向として， i新しい教師像jに関する五つの仮説を設定している。その「新しい教師像J

の仮説の一つは， i教科の指導のみでなく，生活・生徒指導を積極的に含む全人教育を行うことの

できる教師へjというものであるO

向調査結果によると，教師は「学校は教科指導に専念すればよいので，教科以外の諸活動はでき

るだけ地域社会にまかせるべきだJ(肯定率33.4弼〉というのではなく， i教科以外の活動は負担

になるので

をもつている一方，また「教師になる前に，教科指導とともに生活 e生徒指導についてももっと教

わりたかったJ(肯定率71.7弼〉と思っているO このような調査結果から，現職教師は養成教育に

おいて，生活指導・生徒指導に関する教育を十分に受けていない，そのためその力量が欠如してお

り，教育実践において支障をきたしている，教師は生徒指導の重要性・必要性を認識していると共

に，自らの力量不足を自覚している，そこに今後生徒指導の力量を形成していかなければならない

としづ意識と研修意欲が存在している， と推察することができる。

現状において，生徒指導にかかわる力量は「新たな力量 jなのであり，その力量をそなえること

が「新しい教師像jに求められているO そして，この「新しい教師像J(特に，生徒指導を含めた

全人教育を行なうことのできる教師〉の実像化は，少なくとも教師の意識・意欲の面からは十分に
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凶
可能性があると言えるのであるO

IT. ユネスコ勧告における教員の「新しい役割と機能j

トでとりあけγこ教師の「新たな力量J及び「新しい教師像jとし、う言葉が出される以前， 1975 

年に採択されたユネスコ「教員の役割の変化と教職の準備・現職教育への影響に関する勧告jにお

いては，教員の役割と機能が国定した不変のものではなく，社会や教育制度それ自体に生起する変

化の影響のもとに進展するとしみ認識のもとに， I従来の伝統的・固定的な教職概念に代わる新し
(14) 

い概念 jが追究されているO 同勧告において捉えられた新しい教職概念，教員の「新しい役割と機

能jとはどのようなものであるのか，以下に本文から引用してみよう。

IB 教員の役割

4 現職教員及び将来教職にっこうとする者に対して，教員の役割の変化を認識させ，かつ，新し

い役割と機能を果たせるよう準備をする条件を保障する諸措置が講じられなければならなし、。

(a) 教員は，今日，最新の教育機器や教育方法のもつあらゆる成果を活用しながら，新しい教育

活動の実施に従事することが多くなっているO 教員は，単に情報の提供者や知識の伝達者とし

て役立つのみでなく，児童生徒の能力を開発し，興味を展開させる教育者でありカウンセラー

である。教員は，児童生徒に科学的世界観をもたせるのに重要な役割を果たすものである O

(b) 学校の役割が，もはや教科指導(インストラクション〉に限定されるものではなくなったの

で，教員は，教科指導の任務のほかに，地域社会の他の教育関係者と協力して，青少年に社会

生活，家庭生活，生産活動などのための準備をさせるとしづ責任までも果たさなければならな

い。教員は，特別教育活動，校外活動のほか，児童生徒や両親に対するガイダンスとカウンセ

リング，更に，児童生徒の余暇活動の組織にたす.さわるための機会をすらもたなければならな

し、。

(c) 教員は，専門家として，かつ，住民として，地域社会の発展と変革にたずさわらなければな

らないとしづ役割の重要性を認識しなければならず，またその役割を果たす可能性を与えられ

なければならなし、。

(d) 学校教育の効果は，教員と教育の過程において一層積極的な共同者(パートナー〉となる児

童生徒との間，教員と彼の同僚及び教員との協力を要請される者との間，更に，教員と児童生

徒の両親及び地域社会において教育の過程に関係する他の人々との間の新しい関係の発展に依
(1$ 

存することが大きいということが認識されなければならなし、。 J

ID 役割の変化と教職の準備@現職教育への影響

(前略〉

18 一般的原則と目的の観点から考慮、して，教員の就職前教育プログラムは次のようなものでなけ

ればならなし、。
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(a) 今日教員に要請されている役割と機能に密接な関連をもたせること，及び将来教職にっこう

とする者に教科指導の役割だけではなく，社会と教育の発展によって教員に要請される種々の

役割と機能のための準備をさせること。教員は現在，一層さまざまな諜外活動や学校外活動に

関与しており， したがって，教員は教授と人間形成を人格の発達というひとつの過程に結合す

ることができるよう準備されなければならなし、。

(中略〉

(d) 教育実習生に個人的及び職業的な自己開発の用意と保障をして，将来彼らが自己教育や現職

教育課程への出席によって，各自の教育と発達を継続できるよう準備し，かつ，担任する児童
(16) 

生徒に!可様の性向を発達させるよう準備することo J (傍点筆者〉

ここにおいて，教員の「新しい役割と機能jとされているもの，すなわち情報の提供や知識の伝

達@教科指導以外の教員の役割と機能とされているものは，児童・生徒の能力の開発や興味の展開，

社会生活・家庭生活 e生産活動などのための準備，特別教育活動，課外活動，校外活動，史童・生

徒や両親に対するガイダンスとカウンセリング，児童 a生徒の余暇活動，児童・生徒や両親などと

の問の新しい関係の発展，人格の発達，個人的及び職業的な自己開発の性向の発達などであり，こ

れらは，生徒指導として捉えることのできる機能，あるいはそれが発揮される領域である。教員の

役割と機能は教授であるとしづ伝統的・閤定的な教職概念に代わって，教員は教授と人間形成を人

格の発達というひとつの過程に結合することができるよう，広範な社会的機能を果たさなければな

らないという新しい教職概念が打ち出されているのであるO

このように，ユネスコ勧告における教員の「新しい役割と機能J， i教員の役割の変化jとは，

生徒指導の機能をも含む学校及び教員の機能拡大を意味しているO 先の東京都青少年非行問題対策

委員会最終報告は，非行対策・青少年の健全育成という観点から，今日の教師に求められる「新た

な力量jとして生徒指導にかかわる力量を提示していたが，ユネスコ勧告における教員の役割と機

能の拡大の背景として，高倉は，過去20年間にわたる教育の民主化ないしは量的拡大に伴って学校

の機能が大きく変化したこと，発展途上国では教員が成人のための指導までも引き受けねばならな

いこと，先進国では生涯教育・リカレント教育の考え方が強く取り入れられてきたことなどを挙げ
同

ている。

ところで，学校の機能拡大と教員の機能拡大とでは，その意味するところに違いがあるO ユネス

コ勧告では「学校の役割が， もはや教科指導(インストラクション〉に眼定されるものではなくな

ったので，教員は，教科指導の任務のほかに，…......Jとされているが，学校の役割が教科指導に

限定されず，生徒指導を含めた広範な社会的機能を果たさねばならなくなったことが，そのまま一

般の教員の役割と機能の拡大を意味するとは限らなし、。たとえば，戦後わが国に導入され，今日の

生徒指導に理念的にも方法・技術的にも多大な影響を与えているガイダンスの発展したアメリカに

おいては，教授と共に児童・生徒の適応や発達の助成としてのガイダンスが学校の教育計画の重要
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な側面として位置づけられており，今日では，特に中等学校において，教授以外の児童・生徒に対

する指導援助を総合的 e専門的 e計'画的@組織的に行なう personnelservices の一環として，ガ

イダンスを捉える考え方が一般的になっているO このことは，学校の教育活動@機能としての教授

とヵーィダンスが明確に区別され，それぞれを専門の指導者が担当するということ，すなわち，学校

教育を担う者の職能分化 a専門分化を意味している。カ、、イダンスなど教授以外の児童・生徒への指

碍援助は，スクール eカウンセラーを中心とする専門のスタッフが行な1.，'，一般の教員は教授がそ

の本務ということになるわけである。

1¥る倉によるとヲ同勧告の採択にあたって，特別委員会では「教員以外の職業人や専門家(スペシ

ャリスト〉を教員とともに教育のプログラムの現実化に参加Jさせることについて様々な意見が提

出され， ソ連がこれに否定的な立場をとったのに対し，アメリカは積極的に肯定的立場をとったと
(18) 

いうことであり，ここにも，上記のようなアメリカの傾向の一端がうかがわれる。結局，勧告では，

教員以外の職業人や専門家の活用について， r加盟国の経験を考慮に入れながら奨励され，また，
教育上の責任は有資格教員の掌中に残されることを条件に，良い結果をもたらした場合には，一層

(19) 
広範な実施が勧奨されなければならないjとしみ部分が草案に追加されたということである。

一方，わが国では，すべての教師が教授と生徒指導の双方にたす'さわっていかなければならない

という考え方が基本となってしる。もちろん，生徒指導を軽視したり，生徒指導は校務分掌上の生

徒指導部・係や生徒指導主任にまかせておけばし北、としづ風潮があることは否めなし、。また，今日

で、は，生徒指導の充実・強化のための専門家の養成と配置が志向されてしる。先の東京都青少年非

行問題対策委員会最終報告においても， rまず，すべての教員の指導力の向上がなによりも期待さ
れる jが，生徒指導の一層の充実を図るには， r児童 e生徒理解や集団指導，教育相談等について

の専門的知識や技術を身につけ，学級(ホームルーム〉担任やその他の教員に援助のできる専門家

の充実J(傍点筆者〉や「何らかの問題が起こったときに，それに速やかに対応でき，外部と連携
仰

できる立場の教員を組織的?計画的に増員するj必要があると指摘している。しかし，それも，す

べての教師が生徒指導を担うとし、う基本的な考え方を前提にした上での志向であり，現職教師は

「教科指導のみならず教科以外の活動の指導も大切であるので，それは教員の適性に応じて全員が
(2~ 

分担すべきである jとし寸意識傾向を示しており，また，教科担当と教科以外担当というようなこ
(2会

極化が「望ましくない版行を招来jするとしづ考え方がなされているのである O

そのような点からすると，ユネスコ勧告にみられる教員の「新しい役割と機能jの考え方は，ア

メリカよりもわが函の考え方に近いと言うこともできるO もっとも，アメリカにおいても様々な考

え方があり，実際に教師は教授・教科の指導だけではなく，生徒指導の役割 s機能をも果たしてい

るO また，生徒指導の専門分化という点でのわが国の行政施策の立ち遅れが，わが国の上記のよう

な考え方の背景をなしているとも考えられること，ユネスコは発展途上国をも含む全世界の国々を

加盟対象とする国際機関であり， アメリカのようなガイダンスの発展した例はまれであるというこ
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とを考患しなければならなし、。しかし，同勧告における教師観は，専門分化では捉えきれない教員

の役割と機能の総合性 a統合性，すなわち，児童・生徒の人格の発達をめざし彼等と対面する人

間教師の本質とでも言うべきものを捉えているように思われるO

ill. 新しい学校教育と生徒指導

特殊呂本的とさえ形容されるわが国の近代化，他に例をみない高度経済成長や社会の激変によっ

てもたらされた自然環境の破壊，家庭・地域社会における人間関係の荒廃， t青報の氾濫，物質的豊

かさ，価値観の多様化，学歴社会・受験体制などは，児童・生徒に直接的に，また学校・家庭@地

域社会の教育力の低下として間接的に作用し，体力・学力の低下，個性の喪失，スチューデント・

アパ、ンー，怠学，登校拒否，自殺?そしτ今日深刻な社会問題となっている校内暴力や家庭内暴力，

非行などの児童・生徒の発達疎外状況を生み出しているO このような問題状況の中にあり，教科の

指導・学習指導と共に学校教育を成り立たせる機能としての生徒指導の重要性がクローズ・アップ

され，その充実・強化が叫ばれているO それは，非行や問題行動，落ちこぼれへの対策という消極

的・予防的・対症療法的なものである以上に，かけがえのない一人ひとりの児童・生徒の人格のよ

り健全な発達の助成とし、う積極的 e開発的なものとして捉えられる生徒指導であるO 世界的傾向と

して，今日，教師に求められている「新たな力量Jとは，そのような生徒指導にかかわる力量なの

であるO 以下では，そのような生徒指導が，今日，志向されている新しい学校教育の在り方とどの

ようにかかわっているのか，新しい学校教育においてどのような役割を果たすのかについて考えて

みたい。

(1) I学校の人間化J=新教育課程実現のカギを握る生徒指導

教育課程審議会答申「小学校，中学校及び高等学校の教育課程の基準の改善についてJ(1976年)

では， r今回の教育課程の基準の改善は，自ら考え正しく判断できる力をもっ児童生徒の育成とい
うことを重視しながら，次のようなねらいの達成を目指して行う必要がある jとし，①人間性豊か

な児童生徒を育てること，②ゆとりのあるしかも充実した学校生活が送れるようにすること，①国

民として必要とされる基礎的・基本的な内容を重視するとともに児童生徒の個性や能力に応じた教

育が行われるようにすること，の三点を挙げているO 新教育課程は，知識の伝達に偏り，あまりに

も非人間的な教育から，先輩・生徒の全体的・調和的発達，人間性の育成をめさ併す教育への質的転

換，すなわち，現代の学校改革における国際的動向である「学校の人間化jを志向していると考え

られる。

このような新教育課程と生徒指導の関係について，河野は，今回の教育課程の基準の改善のねら

いにおいて，特に「充実した学校生活jとし、う言葉が使われていることに注目し，そこに， r学校
を生徒たちにとって生きがし、のある充実した生活の場としてとらえるとしづ学校観jが示されてい

Q
d
 
po 



ると指摘して， rこのような観点からすれば，新しい教育課程と学習者としての生徒を結びつける

機能が生徒指導だ， ととらえることができるO この意味で，生徒指導の展開のいかんtは，新教育課
ω 

程の在り方を左右していくことになる jと述べているO

児童@生徒が直面する諸問題を，自らの諸条件(能力，適性，環境，志望など〉に即して，彼等

白身が自主的・創造的に解決し，明るく，楽しく， しかも充実した学校生活が送れるように援助す

ると共に，一人ひとりの児童砂生徒がその個性や能力を最大限に伸長し，将来の社会においても十

分な自己実現が図れるよう，必要な能力@態度の育成をめざす生徒指導は，まさに，人間形成@人
(2LV 

1M]性の育成に密接にかかわると共に，知j育そのものの在り方にもかかわり(特に学業指導など)， 

知育の充実的展開，真の知育の徹底を促す役割を果たすものであるO それ故，生徒指導は，人間性
( 持仏)

の育成，ゆとりあるしかも充実した学校生活，基礎的・基本的な内容と児童@生徒の個性や能力に

応じた教育を重視する新教育課程を展開していく上での重要な機能であり， r学校の人間化Jを実
現するカギを握っていると言えよう。

(2) 生涯教育へ向けての基礎を培う指導としての生徒指導

生涯教育(EducsLion PermanenLe/Lifelong Integrated Education)は， 1965年 12月にノミリ

で開催されたユネスコの第三回成人教育推進国際委員会において提出されたラングラン (L一川grand，

P. )のワーキング aペーパー (ωucationper山 i泌nte)を契機に，未来の教育の方向を示す基本的

概念として世界的に注目されている。わが国においても， r当面する文教の課題に対応するための

施策についてjの諮問に対する中央教育審議会答申「生涯教育についてjが1981年 6月に出されて

おり，生涯教育の観点から今後の教育の在り方が総合的に考察されているC

問答申で、は，自己の充実 8 啓発や生活の向上のため，各人が自発的意思に基づき，必要に応じて

自己に適した手段ー方法を自ら選び，生涯を通じて行う学習が生涯学習であるとし， iこの生涯学

溜のために，自ら学習する意欲と能力を養し、社会の様々な教育機能を相互の関連性を考慮しつつ

総合的に整備・充実しようとするのが生涯教育の考え方jであり，言い換えれば， r生涯教育とは，
悶民の一人一人が充実した人生を送ることを目指して生涯にわたって行う学習を助けるために，教

育制度全体がその上に打ち立てられるべき基本的な理念であるjと，生涯教育を定義づけている

(第一章 我が閣における生涯教育の意義〉。そして，青少年を対象とした学校教育における生涯

教育の観点として，①学習のための意欲，能力の瀦養，②生徒の個性に応じた教育内容@方法の多

様化，③進路指導.の充実，④学校教育と社会教育との連携 a協力等の四つを挙げているO そこでは，

直接，生徒指導と¥_，、う言葉は使われていないが，進路指導の充実はもとより，各観点の説明の中で

とりあげられているもののうち，児童の多様な能力@関心に積極的に働きかけること，学年を超え

た異年齢層の児童の接触&交流がもたらす教育的効果に配慮し，その一層の推進を関ること，生徒

の個性@能力の伸長やその心情のFA解に一層努めること，自己形成の責任は基本的に自らにあるこ
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とを自覚させ，自己を適切に表現し，他者に正しく理解されるよう努める態度を養うことなどは，

生徒指導の充実として捉えることのできるものであるO

また，上記答申のもとになったものであるが，中央教育審議会が197咋 6月に公表した「生涯教

育に関する小委員会報告jで、は，生涯教育の観点から学校機能の検討を行ない， r学校教育におい
て，生涯教育の基礎を培うため，それぞれの学校段階において生涯にわたって学習を続けるために

必要な意欲や能力の育成を図るとともに学ぶことの楽しさを理解させ，将来の生き方や職業観の育

成についての指導を充実すること jを提言している O ここにおいても，生涯教育の基礎を培うため

のこれらの指導は，生徒指華にかかわる内容とみることができるO これからの学校教育の在り方に

ついて重要な視点を与えている生法教育は，その基礎を培ってし、くための重要な機能として，学校

教育における生徒指導の充実を要求するものであると言えよう。

(3) コミュニティ形成を志向する生徒指導

地域社会は直接的に，そして，家庭・学校への影響を通して間接的に子どもの人格の発達に影響

を与えるO かつて，地域社会は自ら子どもの人格の発達を促す毘有の教育方をもっていたと共に，

家庭や学校における教育を側面から支えていた。しかし，特殊日本的近代化，高度経済成長の中で

地域社会は崩壊し，その教育力を低下あるいは喪失してしまった。今日，学校はその側面からの支

えを失しvかつ，地域社会の崩壊による悪影響をこうむっているにもかかわらず， さらに，地域社

会や家庭が果たしていた役割さえも引き受けなければならないという過重負担の下であえぎ，機能

障害をきたしているのであるO

国民生活審議会答申「人間環境整備への指針J(1970年〉で、は，地域社会の崩壊による問題状況

が示され， r人間性回復jの場としてのコミュニティ形成の必要性が強調されており， r当面する
文教の課題に対応するための施策についてjの諮問に対する中央教育審議会答申「地域社会と文化

について J(1979年〉においても，文化の問題を地域社会とのかかわりで捉えながら， r住民の一
人一人が互いに尊重し合い，その協力の下にっくりあげていくものん 「住民が温かい心の触れ合

いを通じて，豊かな人間性を回復し，生きがし、に満ちた生活を営んでいくことができる場jとして

の地域社会の形成が提示されているO また，先の東京都の報告書においても，青少年非行の対策と

いう観点から， r地域社会は大人のものだけではなく子どものものでもあり，大人は地域住民とし
て自覚し?子どもにも受入れられる地域社会を?大人同志はもちろん?子どもとも協力しあってつ

愉
くらなければならない Jとp 地域社会の再編成を提言している。

(2$ 
今日，生涯教育や地域社会学校，また，非行対策などの観点から，新しいコミュニティの形成が

志向されているわけ俗であるが，生徒指導もそのことに大きくかかわっているO すなわち，生徒指導

は学校におけるどの教育活動にもまして，家庭・地域社会の理解と協力，関係諸機関の専門的援助，

小・中・高のタテの学校間や地域内のヨコの学校関の協議・連絡など，外部との連携・協力を必要
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とするものであり，それは， I開かれた学校システム jを要求するものであるO そして，児童@生

徒のより健全な人格の発達をめくる学校@家庭・地域社会の協力の紅り方を問う生徒指導は，児童
(2{) 

@生徒の人間形成・人格の発達の場，教育空間 e道徳的意味空間としてのコミュニティ形成を志向

し，その推進に積極的にかかわっていくものであるO 今日志向されている「協かれた学校システム j

や「学校と地域社会の新しい関係Jあるいは「新しいコミュニティ形成jの展開・推進にあたって，

生徒指導は，その必要の緊急性故に，極めて実践的な一つの糸口となるのではないだろうか。

以 i二のような新しい学校教育を創造し， 1並進してし、く hしで，重要な役割を担うものと考えられる

生徒指導が十分に機能するかどうかは，まさに，教師の力量にかかっているO これまでも，生徒指

導は教科の指導@学習指導と共に学校教育を成り立たせる重要な機能として，その力量が教師に求

められてきた。しかし，生徒指導の特質からくるその力量形成の困難性に加え，教授中心の伝統的

な学校観や知育偏重の風潮を背景に，教師自身の生徒指導に対する関心の薄さ，その重要性につい

ての認識不足，その力量形成への意欲不足，さらに養成教育や現職教育における行政施策の立ち遅

れなどによって，生徒指導にかかわる力量は，今日，なおも教師の「新たな力量jと11予ばざるを得

ない状況にある。その新しさは 7 学校教育の荒廃や逆機能が露呈された中にあっては，一層現状批

判的であり，かつ，今日志向されている新しい学校教育の実現にかかわっているという意味では，

期待の念が込められてし、るように感じられるO

一人ひとりの教師が，生徒指導にかかわるこの「新たな力量jの重要性を認識し，自らに求めら

れている「新しい役割と機能jを遂行すべく， I新たな力量jの形成に努めることが何よりも必要

であるO しかし，このことは，教師個々の問題にとどまるものではなし、。教師の「新たな力量jの

形成，その発揮にかかわる問題は，生徒指導研究の一層の充実・進展と行政側の「新たな力量jの

発揮を要請しているのである。

J王

(1) 東京都青少年非行問題対策委員会最終報告「すこやかでしなやかな自我の形成を一一東京都に

おける青少年非行とその対応の基本的方策-J，東京都生活文化局， 1982，p. 410 

(2) 向上， P. 280 

(3) 向上， pp. 41 - 420 

(4) 向上， p. ，120 

(5) 向上。

(6) I可上， p. '130 

(7) 宮坂哲文『生活指導と道徳教育 jj，明治図書， 1959， p. 230 

(8) 文部省『生徒指導の手びき~， 1965，まえがき。
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(9) 明治32年の小学校令施行規則で、は， 1学級当たりの児童数は尋常小学校で70名以下@ただし80

名まで許容，高等小学校で60名以下・ただし70名まで許容と規定されていた。

ω 小島は，これについて， r状況的には『新たな力量』であったjと説明している(小島弘道
「学校経営と非行問題J，宇留田敬一他編『教師@学校のもつ問題と対策~ (学校における非行

問題第二巻)，明治図書， 1983， p. 201 )。

また，生徒指導の停滞，生徒指導に対する教師の関心の薄さに関連することとしては， r学校
それ自体がゲ、ゼルシャフト化し，教師を親とみるがごとき共同体的なイメージから遠く，危険防

止のために師と弟の身体ごとぶつかる接触の機会もあえてもたなし、。(中略〉教師のサラリーマ

ン化や労働者意識の強化と労働時関税隈が，生徒の生活指導を十分に行うことを不可能にしてい

るJ(国立教育研究所内日本比較教育学会「教師教育J共同研究委員会編『教師教育の現状と改

革一諸外国と日本-~，第一法規， 1980， p. 359) とし、う現状も認識しておかなければ

ならなし、。

ω 前掲報告書， pp. 43 -440 
(l~ 国立教育研究所内日本比較教育学会「教師教育j共同研究委員会編，前掲書， pp. 309 -3550 

なお， r新しい教師縁jに関する五つの仮説とは次の通りであるO
① 教科の指導のみでなく，生活@生徒指導を積極的に含む全人教育を行うことのできる教師へ

(全人教育〉

② 閉ざされた教室の中での独立・孤立した教師から，関かれた協働しうる教師へ(協力関係〉

① 学校の中に関じこもり外界に眼を向けぬ閉ざされた教師から，地域社会に関かれた学校に対

応した「開かれたj教師へ(学校開放〉

④ 教育実践に埋没した教師から，研究・研修と実践との結びつきを考える教師へ(研究・研修〉

⑤ 国内志向の教師から，国際感覚を身につけた教師へ(国際感覚〉

(13 向上， p. 3530 

ω 高倉朔 rc 付〕ユネスコ『教員の役割の変化と教職の準備 s 現職教育への影響に関する勧告~ J ， 

真野宮雄@津布楽喜代治編『現代の教師像一専門職性の確立一-~，第一法規， 1977 ， P.2100 

住手 向上， pp. 217 - 2190 

回 向上， p. 2230 

ω 向上， p. 2120 
(18) 向上， pp. 212 - 2130 

(19) 向上， p.2130 なお，勧告での rc 教育にたずさわる教員以外の職業人及び専門家jの項
自は，次のような内容となっている(向上， pp. 219 - 220 )。

5 種々の段階の教育機関の機能とプログラムが発展し，たえず多様化と拡大をつづけていくに

伴い，教員以外の職業人や専門家を教員とともに教育のプログラムの現実化に参加させるため，
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75'勤叉は非常勤で教育組織において活用する必要が生じるかも知れなし、。これを実施すること

は，加盟国の経験を考慮に入れながら奨励され， また，教育上の責任は有資格教員の掌中に残

されることを条件に9 良い結果をもたらした場合には，一層広範な実施が勧奨されなければな

らなし、0

6 し、ずれの場合も，正規の教員以外の，教育の過程において望ましい職員の範ちゅうを確認す

るとともに，この種の職員が教育の過程に広く参加することをはばんだり関難にしている行政

上叉は制度上の障害を発見し?かつ，排除するため，国の現状を分析することが重要であるO

7 学校と教員の能率を向とさせるため，管理的島技術的分野の双方において，教員を補助する

ために任用された教員以外の職員，及び教授任務を有しない学校管理担当者にも同様の分析が

適用されなければならなし、。

8 常勤又は非常勤として雇用される教員以外の職業人及び専門家は教育機関に就職する前に，

あるいは在職中に教育学的な訓練を受けなければならなし、。

倒 liiJ掲報告書， p. 440 なお，間報告書では具体的な施策として，①スクール@カウンセラーの

配置，②校務分掌の「教務，生活指導，保健，進路指導jに加えて「教育相談jを併置，③諸機

関 8 諸国体とのノミイプ役となって活動する教師の育成，@生活指導，教育相談を専門とする指導

主事を全区@市に配置，などが挙げられている〈向上， pp. 44 - 45 )。

ω 国立教育研究所ー内日本地絞教育学会「教師教育j共同研究委員会編， 前掲書， p.3230
(2~ 向上， p. 3100 

助河野重男『現代学校論 ~ (教育学大全集 11)，第一法規， 1982，P. 890 

(幼学業指導は，学業との不適応の解消9 学習意欲の高揚，望ましい学習習慣の形成，学習環境の

改善，各教科@科自等の選択などタ児童@生徒が自主的@意欲的@効果的に学業に取り組むこと

ができるよう行なわれる?学業生活に1*1する指導であるO

飯田は，学晋指導と学業指導(その一部の機能〉との違いを，次のような例を用いて説明して

いる。

rouえば，数学の学力む低い生徒は，数学についての学習不適応を起こしている生徒と言って

よいが，その場合に，数学の教材(例えば，二次方程式の解法〉そのものについて指導するのは

学資指導であるO しかし，なぜそのような学習不適応が起こっているかと考え，その要因となる

その生徒の主体的又は環境的条件について解明し，よりよい学習ができるようにそれらの条件そ

のものの改善を図ったり，また，それらの条件に即した学習ができるように配慮したりするよう

なことは，言うところの学業指導の仕事に属すのである。 J(飯田芳郎ur児童@生徒の指導j
の)理論一一生徒指導と生活指導と一一~ ，明治図書， 1976， pp. 222 - 223 ) 

また，沢田は，ハンフリーズ(日出l1prueys， J ' A. )およびトラックスラー(Traxler， A. 

E. )の『ブ)イダンス&→ナーピス ~ij ( Guidance Services， Science Research Associates， Inc. ， 
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1954 )7うも，学業指導の対象となる学業上の諮問題について，次のような項目を紹介している。

①新しい学校場面へのオリエンテーション，②高校の課程や大学の選択，③教育機関を選択す

る際に考慮に入れなければならない諸要因，④入学申し込みの手続き，⑤選択科目の選択，⑤学

力の弱点の診断と治療，⑦学習意欲不振の克服，③学習興味欠如の克服，③学習技術・醤慣の開

発，⑬落第問題の処理，②不適切な修学呂擦の処理，⑬カリキュラムの価値についての箕間への

回答，⑬英才生徒の援助c

そして， rこれらの学業上の諸問題に対して適切な援助がタイミングよく与えられるならば，
生徒の学校生活への不適応の多くは防止され，ひいては社会生活への不適応としての非行の多く

も防止されることになるであろう。一般の教師はその経験，訓練上の制約から青少年の非行の矯

正・治療に関しては専門家となることはほとんど期待できないことであるが，学業上の問題の処

理に関しては専門家となることは可能であるJ(傍点筆者〉と述べている(沢田慶輔「学業指導J， 

飯田芳郎・沢田慶輔@鈴木清・樋口幸吉編『生徒指導事典~ ，第一法規， 1968， pp. 62 - 63 )。

何)向答申で、は，教育課程の基準の改善のねらいの一つである人間性豊かな児童生徒の育成のた

めに，①ひとりひとりの児童生徒に対し 7 自ら考える力を養い創造的な知性と技能を育てるこ

と，②強靭な意志力を養い自律的な精神を育てること，③自然愛や人間愛を大切にする豊かな情

操を養うこと，④正しい勤労観を培うこと，⑤社会連帯意識や奉仕の精神に基づく実践的社会性

を培うこと，⑥健康でたくましい身体の鍛練に努めること，⑦家族，郷土，祖国を愛するととも

に国際社会の中で信頼と尊敬を得る日本人を育成すること， などに特に留意する必要があるとし

ているO

倒 教育課程の法準の改善のねらいの一つ「ゆとりのあるしかも充実した学校生活が送れるように

すること jの説明として，向答申で、は， r児童生徒が心身ともに安定した状況の下でより充実し
た学習が行われるようにするためには，学校生活を全体としてゆとりのあるものにする必要があ

るjとし，各教科等の内容の精選や授業時数等の削減とし、う方策を挙げている O 学習内容の高度

化・過密化によって，児童・生徒の学習負担が過重になっている現状を考えるならば，まず，こ

のような改善が図られなければならないが， r心身ともに安定した状況jの下でのより充実した

学習のためには，飯田の主張する精神的な条件整備機能としての生徒指導(精神的な条件整備機

能については，飯田芳郎，前掲書， p. 18，p. 78，飯田芳郎「学校における児童・生徒指導J， 

吉本二郎・真野宮雄・宇留田敬一編『全教職員が担う児童・生徒指導の経営~ (新教育を創造す

る学校経営 4)，東京書籍， 1980，pp. 55-56，p. 64 等を，またフ このような考え方に対

する考察としては，木原孝博『生徒指導の理論~ (教育学大全集33)，第一法規， 1982， pp. 55 

-66等を参照されたい〉の充実をも忘れてはならなし、。また， rゆとりのあるしかも充実した学

校生活jのためには，教科の指導だけではなく，特別活動の展開が注目されなければならなし、。

併 前掲報告書， p. 49。具体的な提言としては，①地域における子どもの集団活動の一層の活発
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化，②子どもの異年齢集団の活動の促進，③子どものための社会施設，特に中学生を対象とする

社会施設の充実，④青少年活動，特に中・高校生の青少年活動のりーダーの養成と配置の強化，

⑤青少年の健全育成にかかわるすべての地域組織の充実 a強化と相互協力の深化，⑤大人と子ど

もの交流の機会の増加，⑦以上のような地域社会の再編成のための企業の積極的な参加・協力，

などが挙げられている(向上， PP. 49 - 51 )。

なお，問主域社会は大人のものだけではなく子どものものでもあり J， I子どもとも協力しあっ

てつくらなければならなし寸という点に関しては， コミュニティ形成という観点からではないが，

子どものための環境づくり，都市政策を論じた『子供と都市~ (総合研究開発機構編，学i湯書房，

1982 )には注呂すべき提言が多い。特に，アレクサンダ~ ・ B ・レーマン「人間定住社会づくり

への子供の役割J(1司書， pp. 249 - 267 )は興味深し、。

初) 新井は，地域社会と学校との連携について，そこには，学校が地域社会を利用することによっ

て学校の創造性を高めていくという「学校の地域社会化jと，地域社会が学校を利用することに

よって生涯教育を推進させていくという「地域社会の学校化jの二つの観点があり，共に学校が

その機能を拡大するところに基本的な意義があること， これを地域社会の側からいえばy 新しい

コミコニティを形成することを意味していると述べている(新井郁男『現代学校改革論一ーその

視点と方策~ ，教育開発研究所， 1981， pp. 185 - 198 )。また， この二つの観点については，

清水義弘『地域社会と学校~ (光生館， 1980)に詳しく論ぜられてしる。

凶 拙稿「生徒の逸脱行動に関する生徒指導研究の視角J，大塚学校経営研究会編『学ぢ経営研究』

第 8巻， 1983， pp. 90 - 92を参照されたし、。
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